
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 40 　　
　

　 平成26年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 30,000 20.3%

2 5,000 3.4%

3 2,040 1.4%

4 2,000 1.4%

5 1,100 0.7%

その他 107,931 72.9%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成23年度平成24年度 25

34,420 33,013 32,746

87.1% 88.6% 90.1%

1,630 1,055 1,738

4.1% 2.8% 4.8%

3,679 3,176 1,847

9.3% 8.5% 5.1%

-213 -1 0

-0.5% 0.0% 0.0%

全体事業 39,516 37,243 36,331

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

公益財団法人茨城県防犯協会

［法人の概要］

公益財団法人茨城県防犯協会

全体事業に占める割合

事業１

○街頭犯罪等の抑止のため，ボランティアの育成，支援を
行い，功労のあった団体及び個人を表彰した。　○青少年
の非行防止対策としてチラシ等の作成，ビデオの貸し出
し，防犯ポスターの募集等を実施した。　○各種広報媒体
を通して自転車防犯登録の普及促進を図った。　○その
他，地域安全活動事業等。

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市千波町1918番地(茨城県総合福祉会館内)

　刑法犯の認知件数は，平成１４年をピークに，その後昨年まで１２年連続して減少しておりますが，空き巣や自動
車盗などが人口当たりの発生件数で全国上位にあるほか，ニセ電話詐欺が多発しており，治安に対する県民の不
安は依然として払拭されていないと認識しております。そのため，茨城県防犯協会としましては，県警察，県，市町
村，関係団体等と連携して，県民の自主防犯意識を高めるための活動を推進するとともに，防犯ボランティア団体へ
の支援を行うなど，安全で安心して暮らせる地域社会の実現に向け努力していきたいと考えております。詳しくは，
茨城県防犯協会のホームページをご覧ください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年２月　理事長　人見實德

出資比率

株式会社常陽銀行

茨城県遊技業防犯協会

内　　　　　　　　　　　　容

一般防犯事業

一般社団法人茨城県警備業協会

風俗環境浄化事業

全体事業に占める割合

理事長　人見　實徳(非常勤)

○会議等の開催及び出席(理事会，評議員会の開催)　○
情報公開に関する事業(ホームページを常にリニューアル
し，関連情報を積極的に掲載提供した。)　○その他(関防
連総会，全国地域安全運動中央大会，都道府県防犯協
会専務理事会議等への参加)

ホームページＵＲＬ

警察本部生活安全総務課

029(303)5260

ibohan@jasmine.ocn.ne.jp

事　　　業　　　名

茨城県

他基本財産積立など

代　　表　　者　　名

全体割合

その他公益目的を達成
するための事業

事業1～3以外

　「風俗営業の規制及び業務の適正化に関する法律」に
基づき，茨城県公安委員会から委託を受け，料理店を対
象に風俗営業管理者講習会を計８回実施し，２００店１９９
名が受講した。

昭和31年4月6日

株式会社日立製作所

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　犯罪のない明るい社会の実現を目指して，茨城県内において，防犯思想の普及・高揚，善良な風俗の
保持及び風俗環境の浄化並びに少年の非行防止を図るとともに，各種の防犯団体と円滑な連携・発展
を推進し，もって犯罪の防止及び青少年の健全育成に寄与する。

148,071

指定管理者

http://www.geocities.jp/ibarakibohan/

全体事業に占める割合

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

年度平成
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公益法人等会計用

[経営状況] 公益財団法人茨城県防犯協会 (単位：千円）　
増減数

1,333
基本財産運用益 0
事業収益 979
受取補助金等 0
その他収益 354

経常費用 △ 912
事業費 417
管理費 △ 1,329

うち役員人件費 △ 387
うち職員人件費 △ 79

0
2,245

0
0
0

一般正味財産増減額 2,245
0

441
△ 1,068

△ 39
△ 1,029
△ 1,509
△ 1,117

0
△ 392

0
441

0
補助金 0
委託料 △ 313

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 △ 313
財政的関与の割合（％） △ 1.0

0
0

合　　　計 0

増減P
3.4

△ 3.4
0.2
1.2

44.1
0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 22 0 2 22 0 2 21 0 2 △ 1

計 23 0 3 23 0 3 22 0 3 △ 1
管理職 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
一般職 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0
嘱託・臨時職員等 3 3 3 0

計 5 0 1 5 0 1 5 0 1 0

千円

千円

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

管理費比率

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

管理費／経常費用

７月１日現在の人数

流動比率

役員

　

職員

19.0
年

当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 0 1 00

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

6,713

～20代

99.0%

平成24年

148,071

平成23年度

0

0

0

0

歳54.0

平均年齢50代 合計

21

60代

区　　　　　　分

1,971
23,889

861

平成24年度

441

平成25年度
35,439 36,772

平成23年度

0
153,284

0

0

0

30代 40代

154,647

1.9%

58.5%

借入金残高（期末） 0

借入金比率

6.4%
55.0%
90.6%

人件費比率

主要経営指標

借入金残高／負債・正味財産合計

算式等

143.0%
0.0%

185.2%
0.0%

流動資産／流動負債　

県
財
政
関
与
状
況

3.9%

0

1,608

0

経常収益

27,560
1,751

40,890

7,423

0

9,357
39,516

2,222

2,514

一
般
正
味
財
産

161,361

1,351

861

うち長期借入金

1,806
0

1,471

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

8,568
3,538

固定負債

0

固定資産
負債合計

正味財産期末残高

4,907

161,410

157,908

流動負債

経常外費用

3,502

△ 1,804
指定正味財産増減額

3,345
158,016

流動資産

0

152,843
148,071

0

154,647

1,025
0

0
1,608

0

0
712

0
1,025

平成26年平成25年

0
0

0.0%

5.1%

10,051

6,773

0

7,160
14,547

5,030

37,243

0

0

0

0

7,059

36,331

増減理由

0

153,284

2,421
0

22,910

0
712

自転車防犯登録増収等

賛助会費増収等

0

160,342

91.5%

148,071

3,463
156,879

58.7%

4,638

0
2.9%

8.5%

92.7%

増減数

備　考

プロパー職員平均給与（年額）

常勤役員平均報酬(年額)
１名のため個人情報となる報酬は非公開

増減理由

公益目的事業比率 91.5% 94.9%認定法第15条に定める率

経常外増減額

0

0

平成24年度 平成25年度

0

収入増と管理費抑制441

1,812.5

1,971

152,843

9,697

34,484
3,176 1,847 新会計と新新会計との差異

減額

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

14,626

△ 1,804

37,002 34,067

14,322

1,254

1,374

97
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経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

・賛助会員を増やす
べく広報紙，会議等
で協力を呼びかけ，
平成２６年度に入り
既に７団体７口加入
した。
・事務分掌を策定
し，少人数ながら，
効率的な任務分担を
行っている。

・平成２５年度予算，
決算とも公認会計士関
与の下，財務諸表の
新々会計基準への完全
移行ができた。
・公認会計士による財
務チェックを行ってお
り，税務申告を含め財
務体質は健全である。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性

《評価の視点》

・広報紙，ホームページ
等を活用しての広報を展
開した｡ご当地アイドルを
起用した防犯啓発ＣＤを
作成し，防犯意識の高揚
を図った｡
・配布した防犯ＤＶＤの
活用状況，上映後の感想
等を報告してもらい，次
回購入の参考としている｡
・地区防犯協会への女性
部設置を促進する｡
・防犯ボランティアの要
望により広報紙の部数を
増やし，最新の情報の発
信に努めた｡

・情報公開については，
公益法人共同サイトに財
務・事業の情報を公開す
る他，ホームページ上で
各種防犯情報の共有化を
図っている。
･職員が各地区で開催さ
れる防犯教室やキャン
ペーン等に参加し，自治
体担当者，地域住民から
話を聞き，運営に反映さ
せる。
・策定したコンプライア
ンス規程を常に確認す
る。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

79%

70%

94%17

97

16

77

9

47

公益法人等会計用

公益財団法人茨城県防犯協会

警　戒　指　標

財務健全性

得点率

75%

85%

75%

満点

20

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

15

17

15

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計

14 20

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

今後の事業展開の方向

　平成２５年の茨城県内における刑法犯認知件数は，１１年連続で減少したもの
の，県政世論調査でも，犯罪や交通事故に遭う不安を感じている人が７割を超えて
いる等，治安に対する県民の不安はぬぐいきれていない現状にある。よって，本年
度も次の事業を推進する。①年間を通じ地域安全活動に積極的に参加し，県民の防
犯意識の高揚を図る。②「地域安全マップコンクール」「防犯ポスターの募集」を
行い，児童生徒に対し危険回避能力の向上を図る。③県防犯協会女性部員を育成
し，地区女性部の結成を促進させ，子供，高齢者を女性の目線で守る。④地域ごと
の防犯ボランティア団体交流会を開催し，体験発表，意見交換等により活動の活性
化を図る。⑤防犯ポスター，チラシ，広報紙等を発行し，情報を提供するととも
に，防犯意識の向上を図る。

・公益財団法人に移行
し更なる「犯罪のない
明るい社会の実現を目
指して県民の防犯思想
の普及高揚に努める」
防犯活動の中核を担う
事業を行っている。
・茨城県公安委員会か
ら「風俗環境浄化協
会」として指定を受
け，風適法に基づく事
業を行っている他，新
たに「自転車防犯登録
業務を行うことのでき
るもの」の指定も受け
防犯登録を促進した。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

計画性 組織運営健全性 効率性 財務健全性
　公益財団法人とし
て，犯罪のない明るい
社会の実現を目指した
防犯事業を展開，県公
安委員会から指名を受
け，風俗環境浄化や少
年非行防止活動を行う
など，協会の設立目的
に沿った独自事業を
行っている。

　ご当地アイドルを起用
した防犯啓発ＣＤを作成
したり，広報紙の部数を
増やすなどし，最新の情
報の発信に努め，さらに
は女性部の設立促進等も
図ることで，計画的に活
動基盤の強化，県民の防
犯意識の高揚を図ってい
る。

　公益法人共同サイト
に財務・事業の情報を
公開する他，ホーム
ページ上で各種防犯情
報の共有化を図ってい
る。コンプライアンス
規程を策定し，職員に
周知徹底するなど組織
運営は健全である。

　業務量は増加して
いるが，事務局長を
配置し，任務分担す
ることで効率よく事
務処理している。経
営資源も管理費や人
件費の削減，事業費
の向上等により，効
果的に活用されてい
る。

　公認会計士関与の
下，財務諸表の新々会
計基準に完全に移行す
るとともに，公認会計
士による財務チェック
も行っており，財務状
況は健全である。基本
財産は，国債で運用管
理されている。

目的適合性

25

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

法人担当課の意見

　目的適合性以下５項目について，上記のとおり問題点はなく，公益財団法人として堅調に
業務を行っている。県政世論調査での県民の体感治安は依然として改善されていないこと
や，現下の厳しい治安情勢等から，自主防犯活動の関心度，重要度は依然として高く，防犯
協会の担う役割はより大きくなっている。今後も防犯協会が事業計画に沿った活動を推進
し，事務局長の下で効率性の向上を図り，県民の要望を把握し，その要望に沿った活動が行
われるよう指導していく。

H25実績 達成度(%)

［経営目標］

指　　標　　名 単位 H23実績 H26目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

自転車防犯登録台数 台 144,037 124,759 144,000 130,205

H24実績

90.4% 135,000

防犯ボランティア育成 組織 950 960 970 1027 100.0% 1050

90 92.7 100.0%健
全
性

自己収益比率 ％ 90.63 9091.55

効
率
性

会費収入 千円

42 41.3 98.3%

9,221

43

平均目標達成度 97.8%

総合的所見等
に係る対応

　引き続き県民の防犯意識の高揚を図るほか，ニセ電話詐欺等高齢者を対象とした
犯罪や子供と女性を対象とした犯罪等の被害防止対策を推進するよう指導してい
く。
　さらに，若い世代や現役世代の参加を促進するなど，防犯ボランティア活動に対
する各種支援・育成を行うとともに，地域住民，関係機関・団体と強く連携するこ
とで，防犯ボランティア活動を活性化させ，犯罪の起きにくい社会づくりを推進す
るよう指導していく。
　また，賛助会員の新規獲得等財源確保に向けた活動と併せて，効率的・効果的な
事業活動を行うよう指導していく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　刑法犯認知件数は１１年連続で減少したが，自動車盗，空き巣，忍込み等が人口
あたり認知件数で上位にあり，また，ニセ電話詐欺被害額が増加するなど，治安に
対する県民の不安は払拭されておらず，法人の果たすべき役割の重要性は高まって
いる。
　法人は，ニセ電話詐欺の被害者となる高齢者等への啓発活動など防犯活動推進事
業や風俗環境浄化事業を引き続き実施するとともに，一層の財政基盤の強化を図ら
れたい。

区分

100.0% 10,080

人件費以外比率 ％ 44.7 41.5

9,627 9,500 10,047

改善の余地あり概ね良好 改善措置が必要

H 目標値

大いに改善を要する等
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